
 
 

令 和 ４ 年 ３ 月 ２ ２ 日 

京都市上下水道局総務部契約会計課 

 

 

令和４年度入札・契約制度の改正及び運用見直しについて 

 

 

１ 工事の最低制限価格及び低入札調査基準価格の引上げ 

  ダンピング対策の更なる強化のため，本市発注工事の低入札調査基準価格・最低

制限価格の算定基準を国と同様に引き上げます（参考１）。 

 

２ 週休２日制の導入に向けた取組（モデル実施の拡大） 

    週休２日の現場閉所の本格実施に向けたモデル工事の対象を，予定価格１億円以

上の土木工事及び予定価格３千万円以上の営繕工事に拡大します（参考２）。 

 

３ 法定福利費の適切な支払のための取組 

平成３０年７月から，受注者が当局に提出する請負代金内訳書に法定福利費を明

示し，当該金額が，予定価格の積算から合理的に推計される法定福利費の概算額か

ら１／２以上乖離している場合は，当局から受注者に算出根拠の確認等を指示して

います。  

国からの通知を踏まえ，令和４年４月１日以降は，これに加え，受注者に確認等

を指示してもなお乖離がある場合は，当局から建設業許可担当部署に対し当該事案

を通報します（別紙「受注者の皆様へ」）。 

 

４ 現場代理人の常駐義務の取扱いについて 

他工事現場との兼任をする際に工事担当課へ提出する「現場代理人の兼任に係る

依頼書」を，「現場代理人の兼任に係る誓約書」に変更し，工事担当課から交付す

る承認通知書を廃止します。押印は，代表者印に代えて現場代理人印でも可としま

す。 

※ 詳細は当局ホームページ内の令和４年３月２２日付け通知「現場代理人の常駐

義務の取扱いについて」をご覧ください。 

 

５ 電子届出の拡大について 

令和３年４月から京都市公契約基本条例第１２条に基づく「労働関係法令遵守状

況報告書」及びその関係書類（以下，労働関係法令遵守状況報告書等という。）を

インターネット上で提出することができる仕組み（京都府・市町村共同電子申請シ

ステム）を導入していますが，新たに以下の２つの事務についても，同様の提出方



 
 

法を導入します。 

※ 詳細は当局ホームページ内の令和４年３月２２日付け通知「電子届出の拡大に

ついて」をご覧ください。 

 

⑴ ＳＤＧｓをはじめとする「持続可能な社会を構築する取組の重要性を理解し取

り組みに努める」旨の文書 

予定価格が４億円を超える工事等の競争入札において，契約後２箇月以内に提

出が必要な，ＳＤＧｓをはじめとする「持続可能な社会を構築する取組の重要性

を理解し取り組みに努める」旨の文書について，京都府・市町村共同電子申請シ

ステムによる提出を可とします。 

労働関係法令遵守状況報告書等の提出と同じく，引き続き紙媒体での提出も可

能です。 

 

⑵ 工事の入札時の設計図書に関する質問 

予定価格が１億円を超える工事の競争入札における設計図書への質問は，現在

メール（Excel ファイル添付）で受け付けていますが，既に市長部局で実施して

いる京都府・市町村共同電子申請システムで受け付ける方法に変更します。これ

により，電話で到達確認をしていただく必要がなくなります。 

 

６ 競争入札参加資格申請に係る電子申請 

競争入札参加資格審査に必要な申請書類及び添付書類の一部について，インター

ネット上で提出することができる仕組み（京都府・市町村共同電子申請システム）

を導入します。 

※ 登記簿謄本（履歴事項全部証明書）や印鑑登録証明書等の，原本の提出が必要

な書類については，引き続き紙媒体で申請を受け付けます。 

※ 電子申請方法の詳細については，改めてお知らせします。 

 

７ 実施時期 

上記１～３は，令和４年４月１日以降に締結する契約案件から実施します。 

上記４～５は，令和４年４月１日から実施します。 

上記６は，令和４年１０月１日の競争入札参加資格審査の新規申請（登録済みの

事業者については，次回の一斉更新である，令和６年４月１日（物品），令和８年

４月１日（工事，測量・設計等））から導入を予定しています。 

 



 
 

参考１ 工事の最低制限価格及び低入札調査基準価格の引上げ 

 現行  改正後（R4.4.1～） 
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【範囲】 

予定価格の７５％～９４％ 
 

 

【範囲】 

予定価格の７５％～９４％ 
【算定基準】 

①直接工事費の９７％ 

②共通仮設費の９０％   

③現場管理費の９０％   

④一般管理費の５５％  

【算定基準】 

①直接工事費の９７％ 

②共通仮設費の９０％   

③現場管理費の９０％   

④一般管理費の６８％  
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【範囲】 

予定価格の７５％～９４％ 
【範囲】 

予定価格の７５％～９４％ 
【算定基準】 

①｛直接工事費－（直接工事費の１０％）｝の９７％ 

②共通仮設費の９０％                合計額 

③｛現場管理費＋（直接工事費の１０％）｝の９０％ 

④一般管理費の５５％  

【算定基準】 

①｛直接工事費－（直接工事費の１０％）｝の９７％ 

②共通仮設費の９０％                合計額 

③｛現場管理費＋（直接工事費の１０％）｝の９０％ 

④一般管理費の６８％  

 

 

参考２ 週休２日制の導入に向けた取組（モデル実施の拡大） 

令和２年度  令和３年度  令和４年度 

土木一式工事 

Ａ１等級から３件 

 

土木一式工事 

Ａ１等級から８件 

 予定価格１億円以上

の土木工事 

予定価格３千万円以

上の営繕工事 

 

合計額 合計額 



受注者の皆様へ 

京都市上下水道局 

 

社会保険加入の徹底について 
 

 本市では，平成３０年７月から，社会保険加入を徹底するた

め，以下の取組を開始しました。御理解と御協力をお願いしま

す。 

 
１ 社会保険加入状況の確認 

  予定価格５千万円以下の工事について，全ての下請事業者

の健康保険，厚生年金保険，雇用保険の加入状況を，施工体

制台帳等で確認します。 

 ※ 予定価格５千万円超の工事は，京都市公契約基本条例に基づく「労働関係法令遵守状

況報告書」で確認します。 

 社会保険未加入業者を確認した場合 

 ○ 受注者に未加入業者を確認した旨をお伝えします。 

  → 未加入業者に加入指導を行ってください。 

 ○ 社会保険未加入業者が適用除外又は加入された場合 

  → 未加入業者から下記「問合せ先」へ御連絡ください（受

注者経由でも可）。 

 ○ 社会保険未加入業者を確認したことを，京都市から建設

業許可担当部署に通報します。 

  → 未加入事業者に「通報されること」をお伝えください。 

 

２ 請負代金内訳書への法定福利費の明示 

  工事担当課に提出する請負代金内訳書に法定福利費（健康

保険，厚生年金保険及び雇用保険の事業者負担分）を明示し

てください。 

  当局から再確認してもなお，法定福利費が当局の設計の積

算額に含まれる法定福利費概算額の２分の１以下の場合は建

設業許可担当部署へ通報します。 

 
＜問合せ先＞ 
 京都市上下水道局総務部契約会計課 
 ＴＥＬ：０７５－６７２－７７２８ 


